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はじめに

 企業規模の大小を問わず，経営者が企業の経営・管理において重要な役割

を果していることは周知のとおりである。企業活動に及ぼす経営者の役割は

極めて重大であり，優れた経営者によって導かれている企業は優れた業績を

あげている2）ことが多い。反対に，将来に対する明確な展望もなく，ただそ

1）この小論は，徳山大学総合経済研究所における共同研究事業の一環として，山

口県の中小企業経営者の意識調査に関連したものである。この事業は平成3年か

 ら3力年の事業計画で実施されることになっており，現在，山口県中小企業課の

絶大な支援を受けて調査を進めているところである。

2）ある著者は企業成長に及ぼす経営者の資質の重要性を次のように述べている。

「成長する企業の経営者として必要とされる資質」の「中心となるものは，企業

が成長する過程で生ずる各種の障害をあらかじめ正しく認識する能力とともに，

                          （次頁脚注へ続く）
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の日その日を惰性的に送っている経営者によって導かれている企業では，当

然のことながら，その業績は悪化する傾向がある。経営者はあたかも船の船

長のごとき役割を果しているのであるから，その経営者如何によってその業

績が大きな影響を受けることは当然である。

 とはいえ，経営者と業績との関係を明確なかたちで示すことは極めて困難

である。両者のあいだには多数の複雑な諸要因が内在し，相互に絡み合って

いるからである。一般に，経営者の動向は企業業績と密接な関連を持ってい

ることは事実であるが，個々具体的なケースになると，その連関を明確にで

きない場合が多い3）。

 この小論は，わが国企業経営者の都道府県別出身分布にみられる特徴を検

討することを目的としている。本論において明らかにするように，わが国主

要企業の経営者は全都道府県から均等に輩出しているわけではない。人口に

比べて相対的に多いところもあるし，逆に，少ないところもある。そこで，

まずその実態と特徴を明らかにしながらその根拠を考えてみたい。また，山

口県出身の経営者輩出状況を他府県との比較において明らかにするであろう。

それを解決していこうとする意欲にあるとみてよかろう。これに，誠実さとか統

制力が加わってその効果を促進しているものとみられる。」（岩田勲『技術革新と

脳性成長』，pp．13～14，中央経済社，1989）

3）経営者の役割は企業規模に反比例するので，その果たす役割は中小企業におい

て明確なかたちを取る場合が多い。事実，このテーマに関する実態調査は中小企

業を対象としている場合が多い。以下，最近行われた実態調査のなかから若干の
 ものを紹介したい。『中堅企業経営者の意識調査』（野村総合研究所，昭和52年），

『長野県中小企業経営者の意識調査』（長野県中小企業総合指導所，同53年，55

年，59年），『中小企業者の経営活動に関する調査報告書』（東京商工会議所，同

53年），『中小企業経営の実態調査』（国民金融公庫調査部，同55年），「経営者の

意識が経営行動・経営成果に及ぼす影響』（中小企業事業団，同57年），『中小企

業経営者アンケート調査結果報告書』（滋賀県中小企業情報センター，同58年），

『中堅企業の成長の条件』（中部経済同友会，同60年），『埼玉県中小企業基本調

査』（埼玉県商工部，同62年），『経営者の能力と企業発展の関連についての研究』

（中小企業事業団，同62年），『経営者意識調査報告書』（福岡県中小企業情報点ン

 ター，同62年），「大阪府経済実態報告書』（大阪府立産業開発研究所，同63年），

『中小企業経営者実態調査報告書』（愛知県中小企業振興公社愛知県産業情報セン

 ター，平成元年），『地域中小企業経営実態調査』（熊本県，同），『奈良県工業経

営実態調査報告書』（奈良県，同）など。
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1 経営者の都道府県別分布

 1986年現在，わが国には670万以上の事業所があり，その大半は民営企業

によって占められていた4）。対象を法人企業に限定すると，その数は187万

4千社に減少する。その分布を規模別にみると，資本金10億円以上の大企業

は2，691社（0．1％），資本金が1億円から10億円の中堅企業は約1．6万社（0．8

％），資本金5千万円から1億円は約2．7万社（1．4％）となっている。他方，

資本金1千万円未満の企業は152．2万社（81．3％）も占めている5）。このよう

に，わが国企業の大半は中小・零細企業から構成されている。

 大企業に関する企業経営情報は系統的に収集・公表されている6）。そこで，

このうちから『日経会社人名録』（以下，『人名録』と略す）に依拠しながら

経営者の出身地分布を検討することにしたい。この『人名録』は，上場会社

2，085社，それに店頭・未上場の有力会社1，285社，合計3，370社を対象に，21

万人以上の役員・役職員の氏名，生年月日，出身地，出身校などを網羅して

いる（平成3年8月現在）。この企業数は法人企業全体からみればわずか0．18

％にすぎないが，その内容からみれば，わが国企業のピラミッドの頂点に位

置する企業ばかりである。

 （1）役員の分布状況

 補表1が示すように，上場企業の全役員数を都道府県別にみた場合，極端

に大きな相違があることに気づく。東京都の7，283人（19．67％），大阪府の

2，580人（6．97％）をはじめ兵庫県や愛知県など，大都市を抱えた都府県か

らの出身者が非常に多い。他方，沖縄県，青森県，宮崎県などの人口過少県

からの輩出数は，当然のことながら少なくなっている。例えば，沖縄県は

4）～5）『朝日年鑑』1989年版，p．637，朝日新聞，1989。

6）例えば『日経会社情報』（日本経済新聞社）や『会社四季報』・『役員四季報』

（東洋経済新報社），『会社職員録』（ダイヤモンド社），『産経会社年鑑』（産経新

聞データシステム）などを挙げることができる。
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43人でわずか0．12％，下位の15県全体でも10．2％（3，768人）しか占めていな

い。同様なことが店頭・非上場企業（以下，「非上場企業」と略す）の場合

にも妥当することは補表2が示すとおりである。上位5都府県の順位は上場

企業の場合の順位と全く変っていないし，下位には青森県，宮崎県などの人

口過少県が並んでいる。

 山口県出身の役員数は，上場・非上場企業を問わず相当上位に位置してい

る。上場企業での役員数は591人（1．60％），非上場企業では191人（1．48％）

で，いずれも上から17番目に位置している。中国6県では，広島県，岡山県

に次いで第3位である。この順位を最近の各種指標における順位7）と比較し

たとき，山口県からの輩出数が相当高水準に位置していることが分かる。

 とはいえ，以上のことは，役員数をただ単に都道府県別に多い1頂に並べた

ことから明らかになったに過ぎず，それだけでは，いわば表面的な比較にと

どまっている。換言するならば，人口の多い大都市を抱えた都府県から多数

の役員が輩出するのは当然なのである。したがって，役員の絶対数だけを問

題とするのではなく，相対的にも捉えることが必要になってくる。つまり，

役員数を各都道府県の人口との関連において問題としなければならないので

ある。

 役員の輩出を人口との関連で相対的に捉えようとするとき，その人口をい

かにして求めるべきであろうか。『人名録』には，役員の年齢分布が示され

ている。これによれば，役員の平均年齢が50歳台後半から60歳までと考えら

れる8）ので，これから逆算するならば，役員輩出指数の算出の基礎には昭和

10年頃の三都道府県の人ロがおかれることになる。その結果，各都道府県の

7）一人当たりの県民所得をみると，山口県は199．7万円で全国第28位（昭和62年），

家計の実収入は50．8万円で第18位（平成元年）となっている。他の項目について

 は次のとおりである。事業所数25位（昭和61年），従業員4人以上の企業の製造

品出荷額21位（同63年），小売商業年間販売額24位（同63年），車の保有台数25位

（平成2年），大学進学率18位（平成2年）など（『朝日年鑑』1991年版を参照）。

8）上場企業の役員のうち，50歳台は57．3％，60歳台は30．2％となっている。非上

場企業では，おのおの53．2％と23．2％となっている（『人名録』〔店頭・未上場会

社編〕，巻末付録p．3およびp．23）。
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総人口に占める割合（人口比）と役員比から役員輩出指数も算出できるので，

これを各補表の最後の欄に示しておいた。例えば，全上場企業でいうと，北

海道は全国人口の4．430％（昭和10年）を占めていたが，全役員の3．105％

（平成3年現在）しか占めていないので，役員輩出指数は70．1となる（補表

1参照）。この数字は，北海道出身者が役員になれる可能性が相対的に低い

ことを表している。以下，補表に基づきながら役員の輩出にみられる全体的

特徴を検討していくことにしよう。

 上場企業の場合では31県で，非上場企業では39県で役員輩出指数が100未

満となっている。このうち，上場企業では沖縄県が最も低く（13．6），これ

に青森県（24．2），宮崎県（32．0）が続いている（暦表1参照）。非上場企業

では，輩出指数が低いのは青森県（21．1），岩手県（40．5），宮崎県（41．6）

などである（補表2参照）。下位の15県をみると，沖縄，青森，宮崎，岩手，

秋田，長崎，鹿児島，福島，山形，高知，熊本，宮城，島根の13県が上場・

非上場企業双方で重なっている。つまり，東北・九州地方の諸県は双方で下

位に沈殿・固定したままになっている。

 反対に，役員になれる可能性が最も高いのは東京都である。上場企業での

輩出指数は213．8，非上場企業では252．3で，他の道府県を断然引き離iしてい

る。神奈川県，兵庫県がこれに続いており，やはり大都市を抱えた地域から

の役員輩出可能性が高いことが分かる。上場企業での場合，東京都出身者の

輩出可能性は沖縄県のそれの15～16倍，青森県のそれの8～9倍に達してい

る（補表1参照）。非上場企業では，東京都は青森県の約12倍，岩手県の6．2

倍である（補表2参照）。

 とはいえ，人口が多い府県での役員輩出可能性が人口過少県のそれよりも

必ずしも高いとはいえないことも事実である。上場企業の場合，役員輩出指

数の高い上位10都府県のうち，東京，神奈川など5都府県は大都市を抱えて

いるが，富山，香川，石川，長野，滋賀の諸県はそうではない。非上場企業

では，輩出指数ベスト10のうちの山梨，長野，富山，静岡，石川の5県をこ

の範疇に加えることができるであろう。これらの諸県出身者の輩出可能性
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は，たしかに東京都や神奈川，兵庫県よりも低いが，大阪府や福岡，広島，

岡山県よりも高い。

 山口県出身者の輩出指数：は，上場企業では92．8で全国第19位，非上場企業

では86．0で20位に位置している。すでに述べたように，役員数順位ではいず

れも17位だったので，その順位としては若干後退している。また，非上場企

業での輩出指数が極端に低下していることが特徴となっている。これは，県

出身者の役員が絶対的に減少したこと，それに，この分野での役員の出身地

が東京都など上位3地域に集中したことに起因する（そのため，山口県ばか

りでなく上位半数強の諸県での輩出指数が低下した）。

 以上から，役員の出身地にみられる全国的傾向，および，山口県出身者の

相対的地位が明らかになったので，次に，社長の出身地について検：下するこ

とにしたい。

 （2）社長の分布状況

 上場企業の社長の都道府県別出身内訳は補表3に，また，非上場企業のそ

れは補表4に示されている。対象企業数は前者が2，082社，後者が962社であ

るので，アンケート調査に回答しなかった企業がとくに非上場企業に多い

（323社）ことが分かる。

 補表3が示すように，社長の出身地にみられる都道府県間の格差は非常に

大きい。役員数の場合と全く同様に，東京都，兵庫県，大阪府などが上位を

占めている。とくに，東京都は全体の21．5％でダントツである。上位5都府

県の占有率は45．7％（951人）に達している。これに反して，下位15県のそ

れは僅か8．5％（176人）に過ぎない。

 同様なことは，非上場企業の場合にもそのまま妥当する（以下，補表4参

照）。962人の社長のうちの241人（25．1％）が東京都の出身者である。上位

5都府県でみると458人（47．6％）を占めている。下位の15県では72人で7．5

％に過ぎないので，上場企業の場合以上に上位に集中化していること，さら

には，下位15県の占有率が低いことが分かる。
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 山口県出身の社長数は，上場企業では27人で20位，非上場企業では21人で

12位に位置している。これでみると，後者での社長数が全国的にみて相当多

いことになる。ただ，『人名録』によれば，上場企業では27人となっている

が，われわれが『人名録』に掲載された個々の企業を調査したところでは23

人9）しかいないし，非上場企業では，21入にたいして24人'o）となっている。

『人名録』の巻末のデータはアンケート調査項目に回答のあった企業のみを

集計したものであるので，このような食い違いが生じたのであろうと思われ

る。

 ところで，社長の輩出動向を都道府県別に検討しようとするとき，（1）

での全役員の場合と同様に，各地域の人口比との関連でその動向を捉えるこ

とが必要不可欠である。そこで，都道府県別の人ロ比を算出するさい，非上

場企業の場合は昭和10年の人口を，上場企業の場合は昭和5年のそれを基準

にしたい。というのは，『人名録』によれば，上場企業の社長の年齢構成は

全役員や非上場企業のそれよりも若干高くなっているからである11）。

 かくして，社長の輩出指数とその順位が都道府県別に算出・表示されるこ

ととなった。まず，上場企業での社長輩出動向を補表3でみると，やはり人

口の多い都府県からの輩出指数が極めて高くなっている。ベスト10をみる

と，東京都，兵庫県，京都府などがその上位を占めている。しかし，その下

位には，山梨，奈良，富山の諸県がランクされており，これらの諸県からの

9）山口県出身者が社長をしている企業名を挙げておきたい。大洋漁業，林兼産

 業，キョクイチ，東邦アセチレン，三菱油化，宇部興産，三共，日本石油，日本

 ヒューム管，テイヒュー，Z． R．コンクリート，宇部化学工業，東洋温飯，鈴木

 金属工業，安治川鉄工，昭和鉄工，くろがね工作所，トーホー，丸久，山口銀

 行，杉村倉庫，中国電力，西部瓦斯。

10）次の24社がそうである。石油資源開発，テクノ菱和，宇部アンモニア工業，日

 本石油精製，東北開発，リバーステール，日鐡溶接工業，前沢工業，中央無線

 ローヤル電機，三景，エプソン販売，東武百貨店，国際投信委託，長谷工不動

 産，山陽放送，山口放送，関西テレビ，テレビ山口，ワシントンホテル，福島民

 友新聞，日本電子計算，日本旅行，静養軒。

11）社長の年齢構成をみると，60歳台が61．1％，50歳台が24．5％と役員の場合（お

 のおの30．2％と57．3％）よりも若干高くなっている（『人名録』〔店頭・未上場会

 社編〕，巻末付録p．3）。
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輩出可能性は大都市をかかえた大阪府や愛知，神奈川県と比べてもそんなに

大きな差はない。

 非上場企業では，この傾向はいっそう明瞭になっている（国表4参照）。

東京都，それに神奈川県や兵庫県はベスト10の相変わらず上位を占めてはい

るが，富山県が3位，山口県が5位，静岡県が6位を占めている。上場企業

で上位を占めていた大阪府，京都府がそれぞれ14位，15位に後退しているの

と対照的である。

 輩出指数が低く下位に位置する15県に目を転じてみると，そのうちの10県

では，上場・非上場企業を問わず相変わらず下位にランクされたままであ

る。青森長崎，岩手，宮崎，鹿児島，秋田，福島，高知，栃木，宮城の諸

県がこの範疇に入る。前に述べた役員の場合の輩出傾向と全く同様に，東

北・九州地方に位置する諸県での輩出可能性が非常に低いことが分かる12）。

 山口県からの社長の輩出指数についていえば，上場企業と非上場企業とで

は逆の動きをしている。前者での輩出指数が73．6で28位（社長数では20位）

に後退するのにたいし，後者は127．0で5位（同12位）に躍進する13）。もし

12）この小論を脱稿する直前に，『財界展望』4月号に同じテーマを取り扱った記

 事を見いだした。この調査は東証一部・二部上場企業をはじめ2，093社を対象

 に，社長および取締役の出身地を対象としている。この調査の特徴は，各都道府

 県の人口を社長数や取締役数で割った「出世度偏差値」から全国順位をつけてい

 る点である。取締役の輩出順位をみると，一位が東京都で，以下，富山，香川，

 長野，福井，京都，山梨，石川，兵庫，広島県と続いている。この順位はわれわ

 れの調査結果と一致する点もあるがそうでない点が多い。それは，調査対象企業

 数が異なる（因にわれわれの場合は3，370社）ことに起因するが，最大の根拠は

 「出世度偏差値」の算出方法にある。つまり，われわれの場合は，経営者の平均

 年齢から逆算して昭和10年あるいは昭和5年の人口を経営者輩出指数算定の基準

 としたのにたいして，この場合の「出世度偏差値」は最近の都道府県人口（何年

 かは不明）を基準としている点である。詳細は「県人別重役出世度偏差値」（「財

 界展望』4月号所収，1992年4月）を参照されたい。

13）ベンチャービジネスを対象としたある調査によれば，172社のうちの6社の社

 長が山口県出身者となっており，その輩出順位は東京都，埼玉県，神奈川県に次

 いで全国第4位に位置している（百瀬恵夫「日本のベンチャービジネス』，p．47，

 白桃書房，1985）。

  また，山口県企業誘致推進連絡協議会によれば，社長が山ロ県出身で資本金2

                            （次頁脚注へ続く）
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われわれが調査した数字によるならば，前者は62．7で30位，後者は145．1で

4位となる。役員の輩出順位は上場・非上場企業とも同一水準にあったの

で，この点で極めて対照的である。

 この根拠としては，対象とされる社長数がわずか（962人）なために，ほ

んの数名の変動が輩出順位の大変動となって表れることが考えられる。その

意味において，社長数およびその輩出順位にみられる山県県の動向を過小お

よび過大評価してはならない。

2 人三生・役員比順位からみた輩出動向

 前節では，経営者の輩出動向を二つの視点（その総数と輩出指数）から捉

えながら．f輩出可能性の高い地域とそうでない地域を一応指摘しておいた。

また，山口県の相対的地位についても触れておいた。この節では，経営者の

輩出動向を人口比との関連で再度捉え直しながら，前節では解明されなかっ

たひとつの傾向を引き出すことにしたい。

 第1表は，役員の人口比順位と役員比順位との関連をまとめたものであ

る。もし，役員の輩出条件が全国同一であったならば，各自治体の人口比順

千万円以上の企業（製造業）は約270社だった（『日本経済新聞』，1986年10月2

日置）。平成2年1月現在では264社で，その内訳は次表のとおりである。

山口県出身社長の地域別・資本金別内訳
（単位：社）

    資本金

s府県
2千万円～
Q，999万円

3千万円～
S，999万円

5千万円～
X，999万円

1億円以上 合  中

東    京 17 13 24 30 84（31．8）

神  奈  川 6 0 6 4 16（6，1）

大    阪 7 8 6 8 29（11，0）

兵    庫 4 5 1 4 14（5．3）

広    島 6 7 8 5 26（9．8）

福    岡 6 6 9 3 24（9．1）

合計（その他含） 63 52 76 73 1264（100．0）'

資料：山口県商工労働部工業振興課調べ。

注）（）内の数字は％を表わす。
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 上場企業
（役員比順位A）

第1表 都道府県別順位表（全役員）

（人口比順位B）

店頭・非」蜴企業

（役員比川頁位A）
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資料：補表1・2より作成。
注）｝で示された県は同数であることを示す。
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位と役員比順位とは一致するので，各直線はすべて平行に結ばれることにな

ろう。ところが，現状はそうはなっていない。この表が示すように，人口比

順位と役員比順位とのあいだには大きな乖離がみられる。逆説的に表現する

ならば，乖離しているのが正常な姿だといえるほど，両者間には食い違いが

存在するのである。

 まず，上場企業では，人口比順位が役員比順位に対応しているのは上位に

位置する東京都や大阪府，それに兵庫，愛知，福岡，広島，長野の各県であ

る。また，中位に位置する群馬県や下位の徳島県，沖縄県でも対応してい

る。両者が対応する自治体が上位に多いのは，人ロおよび役員数の点でこれ

らの都府県が圧倒的な地位を占めているために，その順位が固定してしまっ

たからである。非上場企業でも，人口が多い自治体で対応するケースが多く

なっている。上位10自治体では，東京都，大阪府，兵庫県，愛知県など7都

府県で対応している。その他，京都府，栃木県や三重県などでも同様なこと

がいえる。その結果，上場・非上場企業双方で人口比順位と役員比順位とが

対応するのは，東京，大阪，兵庫，愛知，福岡，広島，徳島の7都府県とい

うこ、とになる。

 次に，人口比順位が中位や下位に位置する諸県では，役員比順位に対応し

なくなるケースがしばしば起こってくる。上場企業で役員比順位が人口比順

位から極端に低下しているのは，北海道，鹿児島県，茨城県など14自治体に

およんでいる。例えば，北海道は人口比順位では3位であったが役員比順位

では8位に，鹿児島県は13位から27位に後退している。非上場企業でこのよ

うな乖離がみられるのは新潟県（7位から12位），鹿児島県（13位から26位）

など12県であるので，新潟，鹿児島，茨城，福島，熊本，長崎，宮城，岩手，

秋田，青森，宮崎の11県が双方で重複することになる。

 反対に，輩出役員数が多いために，役員比順位が人口比順位から上方に大

きく乖離している場合もある。例えば，上場企業では，京都府は12位（人口

比）から7位（役員比）に，岡山県は19位（同）から13位（同）に躍進して

いる。このほか，岐阜県，山口県など12県をこの出山に含めることができ

277



徳山大学論叢 第37号

る。非上場企業では，岐阜県や山口県など10県でも同様な動きがみられるの

で，岐阜，山口，愛媛，富山，石川，香川，滋賀，山梨，福井，奈良の10県

が上場・非上場企業の双方で重なってくる。

 以上から，下方に乖離するのは東北・九州地方の諸県，上方に乖離するの

は九州を除く西日本，つまり中部の山岳県，近畿に近接する北陸や瀬戸内沿

岸の諸県と考えることができる。山口県についていえば，人口比順位（25

位）に比べて役員比順位は上場・非上場企業のいずれの場合も17位に位置す

るので，輩出水準が高い部類に属する。

 それでは，社長あ輩出動向の場合はどうであろうか。第2表は社長の輩出

比順位と人口比順位との関連をみたものである。上場企業と非上場企業とで

は社長の年齢構成に相違があったことを考慮して，各都道府県の人口順位を

決定するとき，前者は昭和5年の，後者は昭和10年の人口数を基準とした。

その結果，上場企業の場合と非上場企業の場合では人口比順位が若干ズレる

ことになった。

 上場企業では，上位に位置する東京都，大阪府，兵庫県，愛知県，福岡県，

それに下位に位置する大分，和歌山，島根，沖縄の諸県で両者の順位が対応

している。非上場企業の場合は，東京都，大阪府，兵庫，愛知，愛媛，山形

それに滋賀の各県で対応している。

 次に，人口比順位に比べて役員比順位が極端に下がっているのは北海道，

新潟など15県におよんでいる。とくに，鹿児島県は前者の12位にたいして後

者は37位，福島県は14位にたいして19位と大きな乖離がみられる（上場企業

の場合）。非上場企業では，新潟，鹿児島，福島など13県で大きな乖離がみ

られる。その結果，新潟，鹿児島，福島，千葉，長崎，宮城，栃木，岩手，

秋田，青森の10県で重複して下方に乖離していることになる。

 社長比順位が人口比順位から上方に大きく乖離している県も非常に多い。

上場企業では神奈川，京都，岡山など15府県，非上場企業では神奈川，岡山

など13府県がそうである。そこで，重複しているのは神奈川，岡山，岐阜，

山口，富山，徳島，山梨，福井，奈良，佐賀の10県ということになる。
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第2表 都道府県別順位表（社長）

     上場企業     店頭・非上場企業

（人ロ比順位B）   （社長比順位A）（人ロ比順位B）      （社長比順位A）
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資料：補表3・4より作成。
注）｝で示された県は同数であることを示す。
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 次の二つの図は全役員の輩出指数状況を示したものである（第1・2図）。

上場・非上場企業を問わず，役員の輩出指数が高い地域と低い地域がコント

ラストを形成している'％一般的に，東京以西の太平洋沿岸や瀬戸内海沿岸

         第1図 役員の輩出分布状況（上場企業）

資料：桑畑1より作成
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14）ここでは，社長の輩出指数分布は省略したい。というのは，社長は役員のなか

                          （次頁脚注へ続く）
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地域での指数が高い。つまり，大都市を抱えた都府県，それに中部の山岳県

や北陸の諸県では輩出指数は高くなっている。対照的に，東北や九州地方の

        第2図 役員の輩出分布状況（店頭・非上場企業）

から選任されるのが普通であるので，全役員の動向を明らかにすることで十分だ

からである。さらに，上場企業の役員数が3．7万人にたいして社長数は2千伯楽，

非上場企業では1．3万人にたいして約千人というように，役員数が絶対的に多い

ので，客観的妥当性が得られるからである。
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多数の県，それに四国地方の一部の県ではその指数が低くなっている。ま

た，同一地方でも，輩出指数の高い県と低い県とが並存しているケースもあ

る。富山・石川・福井県と新潟県，長野県と群馬県などはその典型である。

 また，役員の輩出指数が高い地：域では，役員比順位と人口比順位とが対応

する（例えば東京都）か，あるいは前者が後者から上方に乖離している（京

都府など）場合が極めて多い。反対に，その指数が低い地域では，下方に乖

離する傾向がみられる（鹿児島県など）。この傾向は，各県の人ロの多少に

関係なく妥当する。

 山口県についていえば，上場・非上場を問わず，役員比順位は人口比順位

よりも上位に位置している。この点では，輩出指数が高い地域と同じ傾向を

持っていることになる。ただ，輩出指数それ自体はそんなに高くはない。例

えば，富山，石川，香川，滋賀県などは山口県よりも人口こそ少ないが，役

員輩出指数は非常に高くなっている。反対に，鹿児島，茨城，福島，熊本県

などは，山口県よりも人口こそ多いがその指数は低い。その意味において，

山口県は，どちらかといえば両者の中間に位置するといえる。

 山口県と同じような特徴をもつのは，上場企業では愛媛，三重それに岐阜

の3県である。このうち，前の2県は山ロ県と人口・役員数の点でほとんど

同数なので，役員輩出指数も同一水準にある（愛媛県の89．1，三重県の95．5

にたいして92．8）。非上場企業の場合は，山口県の役員数が多いために，輩

出指数もまた突出している。すなわち，愛媛県の75．0，三重県の68．9にたい

して86．0となっている。他方，岐阜県は山口県よりも人口・役員数で1ラン

ク高い水準にあるが，傾向としては類似したパターンを描いている。上場企

業での輩出指数は101．9で約10ポイント，非上場企業では90．6で4．6ポイント

高くなっている。したがって，山口県は，上場企業では愛媛県や三重県に，

非上場企業では岐阜県に類似していることになる。
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3 役員輩出の一規定要因

 前節では，人口比順位からの経営者の輩出比順位の乖離を都道府県別に検

討してきた。その結果，全国47都道府県のうち，経営者輩出順位が人口比順

位から極端に上下に乖離しているケースがみられることが分かった。

 このような都道府県別相違は予め予見されたものであり，資料の分析を通

じてはじめて明らかになった事柄ではない。わが国の国土は狭いが，それで

も東西南北に広がっているので，その地域的特性は相当異なっている。した

がって，自然的・歴史的・文化的環境の相違，また産業構造や経済環境の相

違，さらには，そうした総ゆるものに規定されるであろうところの県民性の

相違'5）などを，役員の輩出指数の高低を規定する基本的要因と考えることが

できる。

 とはいえ，県民性の相違と役員の輩出指数とのあいだには多数の媒介項が

存在するので，それ自体は何らその指数の高低を直接説明するものではな

い。したがって，心理的なもの，精神的なものに求めるのではなく，客観的

なデータに依拠しながらその根拠を解明することが必要となる。

 『人名録』には，役員の出身地と並んで最終学歴の項目があった。その欄

を一瞥したとき，役員の大半が学卒者であることに気づく。換言するなら

ば，大学卒業者でなければ殆ど役員にはなれないのである。このことから，

各都府県の役員の輩出指数は大学進学率と一定の関連をもっていることが分

15）『あs野麦峠』の著者，山本茂美氏によれば，飛騨（岐阜県）ではかって母親

 が製糸女工であったことを隠そうとするような風潮があるのにたいして，信州出

 身の経営者（ヤシカの牛山氏など）はそのことを誇りにしているそうである（同

 書，p，364参照，角川文庫，1972）。県民性の相違がこの点にも表れている。

  県民性の相違についていえば，山口県の県民性を次のように規定している場合

 もあるので紹介しておきたい。「次に山口県の気質は，分裂質が強く，性格は強

 気と勝気の中間型といわれている。特性は勝気なことから，模倣的でしっこく，

 がめつく，派手といった特性がみられる。しかし，何といっても山口県民の特徴

 としては，熱情的な理想主義的傾向が強いことであろう。」（百瀬恵夫『日本のベ

 ンチャービジネス』，p．50）。
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かる'6）。また，大学進学動向は，基本的には，その地域の自然的・歴史的・

経済的諸条件によって規定されるので，進学率はその地域の特性を表す総合

的指標といっても過言ではない。一般に，中央から遠く離れた辺境に位置

し，しかも，経済的・文化的に遅れた地域では，大学進学率は低いので役員

の輩出指数も低くなる。逆の場合は進学率も輩出指数も高くなるものと考え

られる。この仮説が妥当するものかどうか，次に，資料を具体的に検討する

ことにしたい。

 昭和30年度の大学進学率（男子のみ）を各都道府県別に表したのが補表5

である。この年のデータを採用したのは役員の平均出生年次を昭和10年頃と

したζと，男子のみの進学率を採ったのは役員の大半が男子だからである。

表が示すように，東京都の29．2％から千葉県の14．1％まで，進学率には大き

なバラツキがみられる'7）。もし，沖縄（県）のデータが入手できたならば，

その差はもっと拡大したに違いない。

 各都道府県別の進学率と経営者の輩出指数とのあいだの関係を明らかにす

るために，まず，役員比順位が人口比順位から下方に大きく乖離していた諸

県を取りあげてみたい。前節で述べたように，役員の場合は次の諸県（第3

表参照）が上場・非上場企業で乖離していた。このうち，数字に丸印が入っ

た新潟など11県では双方で乖離しており，経営者の輩出可能性が特に低いこ

とを表している。15県の平均進学率は18．1％であるが，個別的にみると熊本

県の25％台から新潟県の14％台まで大きく分散している。しかし，全国平均

が20．9％であるので，熊本県と北海道を除く大半の県ではそれよりも低い。

16）岩国出身の戦前の経済学者，河上肇は「山口県には早くから防長教育会なるも

 のが創設され，そのため学校制度は他県に率先して整備され」たことが，山口

 県から有能な人物が次々に輩出してきた主要な原因であったことを述べている

 （『自叙伝』1，pp．44～45，岩波書店，1964）。

17）この数字は高校卒業者にたいする進学者（過年度卒業者も含む）の割合を表し

 ているので，一般的に示される大学進学率よりも高くなっている。もし，同年齢

 者に占める大学進学者の割合を求めようとするならば，その当時の高校進学率は

 50％前後だったので，ここで示された数字の2分の1弱と考えればよい。しか

 し，高校進学率にもバラツキがあったので，大学進学率の地域間格差はここで示

 された数字以上に大きいことになる。
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第3表 役員輩出可能性の低い地域

輩 出 指数
道県 進学率

上場企業 非上場企業

1北海道
 （％）21．9

70．1 一 1

②新  潟 14．4 77．1 84．4

③鹿児島 16．5 50．5 49．2

④茨  城 14．6 57．7 63．3

⑤福  島 14．4 54．0 61．1

⑥熊  本 25．1 60．3 55．3

⑦長  崎 20．0 43．2 43．0

⑧宮  城 2α4 60．3 58．6

9栃  木 16．2 62．9 一

10山  形 18．1 55．9 一

⑪岩  手 16．0 35．4 40．5

⑫秋  田 18．4 40．9 48．1

⑬青  森 18．6 24．2 21．1

⑭宮  崎 17．1 32．0 41．6

15高  知 19．6 一
48．7

平  均 18．1 51．8 51．2

資料：補表1・2 ・5より作成。

   第4表 役員輩出可能性の高い地域

輩 出 指数
府県 進学率

上場企業 1非上場企業

A京  都
22．4（％）

127．5 一

B岡  山 18．0 102．4 一

◎岐  阜 18．0 101．9 90．6

＠山  ロ 19．↑ 92．8 86．0

E三  重 20．0 95．5 一

①愛  媛 20．6 89．1 75．0

⑥富  山 21．5 132．2 116．0

⑪石  川 20．2 117．2 96．2

①香  川 16．4 124．4 87．3

①滋  賀 20．5 112．8 89．7

K佐  賀 20．6 88．0 一

①山  梨 17．4 111．9 126．8

⑭福  井 20．5 ユ11．6 78．7

⑲奈  良 27．2 96．8 86．4

平  均 20．2 107．4 93．3

資料：補表1・2・5より作成。

その輩出指数でもやは

り分散しているが，平

均輩出指数は上場・非

上場企業とも51ポイン

ト強で偶然ではあろう

が一致している。

 次に，役員比順位が

上方に乖離していた14

県についてみてみよう

（第4表参照）。この場

合にも，進学率には大

きな格差がみられる。

最低の香川県（16．4％）

と最高の奈良県（27．2

％）とのあいだには10

ポイント以上の開きが

ある。しかし，全国平

均に近い水準の県が多

いので，平均進学率は

前の場合（第3表参照）

よりも2ポイント高く

なっている。同様に，

平均輩出指数も100ポ

イント前後で前の場合

の2倍の水準にある。

 第3・4表を一見す

ると，進学率と輩出指

数とのあいだに一定の
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相関関係を見いだすことは困難なように思われる。それは，進学率が高いの

に輩出指数が低いとか，また，その逆の事例が頻繁にみられるからである。

しかし，縦軸に進学率を，横軸に輩出指数をとってみると，第3図のように

      第3図

資料：第3・4表より作成。
注）'のあるのは非上場企業

 を表わす。

輩出指数

役員輩出指数と進学率との連関図（A）
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一定の関連を見いだすことができる。つまり，役員比指数が人口比指数から

下方に乖離する地域はグラフの左下付近に，上方に乖離する地域は中央部付

近に集中化する傾向がある。両者間に重なりは全く見られず，厳然と区別さ

れているので，進学率と役員輩出指数とのあいだの緊密な関係を見いだすこ

とができる。

 念のために別の視点からも実証しておきたい。つまり，役員の輩出指数が

高い地域と低い地域の進学率の動向を検討してみよう。上位10都府県と下位
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11県18）の進学率をみると次のようになる（第5・6表）。上位の平均大学進

学率は23．4％，下位のそれは17．3％で6．1ポイントの開きがある。また，前者

の輩出指数は後者の3倍前後も高くなっている（上場・非上場企業とも）。

第5表 役員輩出指数の上位地域

輩 出 指数都道府県 進学率
上場企業 非上場企業

④東  京
 （％）29．2

213．8 252．3

③大  阪 24．1 112．3 95．4

⑥兵  庫 25．8 144．9 151．9

⑪愛  知 22．6 124．5 116．1

⑧神奈川 29．0 148．4 172．5

F福  岡 24．5 91．1 一

⑥京  都 22．4 127．5 99．8

H北海道 21．9 70．1
一

1広  島 20．0 111．1 一

①長  野 14．4 113．5 122．0

平  均 23．4・ 125．7 144．3

資料：補表1・2・5より作成。

    第6表 役員輩出指数の下位地域

輩 出 指 数
県 進学率

上場企業 非上場企業

①高  知
 （％）19．6

59．1 48．7

2茨  城 14．6 57．7 一

3山  形 18．1 55．9 一

④福  島 14．4 54．0 61．1

⑤鹿児島 16．5 50．5 49．2

⑥長  崎 20．0 43．2 43．0

⑦秋  田 18．4・ 40．9 48．1

⑧岩  手 16．0 35．4 40．5

⑨宮  崎 17．1 32．0 41．6

⑩青  森 18．6 24．2 21．1

11沖  縄 一
13．6 ｝

平  均 17．3 42．4 44．2

資料1補表1・2・5より作成。

進学率も輩出指数も地

域によって大きく異な

っているが，前の場合

（第3図）と全く同様

に，グラフにすると2

つの部分にはっきり

と分かれる（第4図参

照）。輩出指数が上位

に位置する東京都や

神奈川，兵庫，長野県

などのような例外もあ

るが，大半の県は中央

に近い右上部に集中す

る。他方，、輩出指数が

下位の地域では左下付

近に一層集中化する傾

向をみせている（例外

は熊本県）。その際，

下位の地域と役員比指

数が人口比指数から下

方に乖離する地域とが

重複する場合が多いた

めに，第3図と第4図

18）沖縄（県）の進学率をこの時点では入手できなかったので，下位の11県を対象

 とした。
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      第4図 役員輩出指数と進学率との連関図（B）

資料：第5・6表より作成。 進学率（％）
注）'

輩出指数

第37号

のあるのは非上場企業
表わす。 30'
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は重なる部分が多くなる。以上から，輩出指数と進学率とのあいだに一定の

相関関係がみられることが明らかになった。

 なお，誤解のないように一言するが，このことは役員輩出にみられる相違

をたんに進学率の相違に短絡的に帰着させることを意味するわけではない。

進学率の相違は地域的特性のあくまでも結果であって原因ではない。ここで

は，両者間にみられる緊密な関係を指摘したにすぎない。その意味におい

て，進学率の相違を生みだす種々の要因こそが役員輩出にみられる相違の基

本的原因ということになる。特にこの点を強調しておきたい。

おわりに

 山口県の中小企業経営者の意識調査②一環として，わが国主要企業の経営

者の都府県別出身分布状況を調査・検討してきた。本論において明らかにし
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たように，経営者は全都道府県から均等に輩出しているわけではなかった。

役員の輩出指数が低く，しかも役員比順位が人口比順位から極端に下方に乖

離していたのは東北や山陰，それに九州に位置する諸県であった。他方，大

都市を抱えた都府県や中部や北陸地方の一部の県では，役員の輩出指数が高

く，役員比順位は人口比順位から上方に乖離していた。

 役員の輩出状況が各地域によって異なる原因として考えられるのは，大学

進学率の相違に端的に示されるような地域的特性であった。昭和30年前後に

は，大学進学率の地域間格差が今日以上に極端に残存していた。そのため

に，役員の輩出可能性が高いのは大学進学率も高い大都市を抱えた都府県，

その可能性が低いのは進学率も低い地域（例えば東北や九州の諸県）という

ことになってしまった。

 山口県出身者は，全国有力企業でみるかぎりでは上位に位置していた。上

場・非上場企業双方で17位に位置していたし，輩出指数では各々19位と20位

だった。また，役員比順位は人口比順位から上方に乖離しており，どちらか

といえば，三重，愛媛，岐阜県などと同じパターンを採っていた。このこと

から，明治以降，山口県は著名な政治家を多数輩出してきたが，県出身者が

大企業や中堅企業の経営者としても活躍している状況が明らかになった。
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補表1 上場企業の役員数の都道府県別内訳 鑑
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資料：『日経会社人名録』1992年版，日本経済新聞社，および『昭和10年国勢調査報告』全国編
   （第1巻），内閣統計局，昭和14年版より作成。
注1）人口比（B）は，昭和10年の総：人口を基準にしながら各都道府県別に算出した。
 2）役員比は，全役員数を基準にしながら各都道府県別に算出した。
 3）○の中の数字は順位を表わす。
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補表2 非上場企業の役員数の都道府県別内訳
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資料：補表1に同じ。
注1）人口比（B）は，昭和10年の総人口を基準にしながら各都道府県別に算出した。
 2）役員比は補表1に同じ。
 3）○の中の数字は順位を表わす。
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補表3 上場企業の社長の都道府県別内訳 二
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資料：補表1に同じ。
注1）出身地が不明な3人を除外して（A）欄の割合を算出した。
 2）人口比（B）は，昭和5年の総人口を基準にしながら各都道府県別に算：出した。
 3）社長比は補表1'に同じ。
 4）○の中の数字は順位を表わす。
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上表4 非上場企業の社長の都道府県別内訳
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歌
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
糖
蜜
青
岩
宮
秋
山
福
建
海
量
埼
千
束
神
新
台
石
福
山
長
岐
静
愛
三
滋
京
大
兵
奈
和
習
島
岡
広
山
徳
香
愛
知
福
佐
長
熊
大
追
憶
沖

血
合

資料：二二1に同じ。
注1）出身地が不明な323人を除外して（A）欄を作成した。
 2）人口比（B）は，昭和10年の総人口を基準にしながら各都道府県別に算出した。
 3）社長比は補表1に同じ。
 4）○の中の数字は順位を表わす。
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補表5 都道府県別大学進学状況（昭和30年）
（単位＝％）

率
学
進

0
0
1
0
4
6
6
5
6
0
1
6
1
5
＆
a
甑
＆
a
α
a
4
0
。
α
5
色
乳
包
1
2
1
1
1
2
1
2
2
2
2
2
1
1

県
府
道
都
1

山
島
ロ
島
川
媛
知
岡
賀
崎
本
三
崎
島
縄
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
児
岡
広
山
徳
香
愛
高
福
佐
長
熊
大
宮
鹿
沖
⑳
⑲
⑱
⑰
⑳
⑫
⑳
⑥
⑫
⑲
⑤
⑫
⑫
⑬

率
学
進

認
髭
発
磐
羅
羅
2
2
1
1
1
1
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1

県
府
道
都

山
井
梨
野
阜
岡
重
知
賀
都
阪
庫
良
山
取
根
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
歌
富
福
山
長
岐
静
三
愛
滋
京
大
兵
奈
和
鳥
島
⑪
⑮
⑳
⑫
⑳
⑳
⑲
⑧
⑮
⑨
⑦
④
③
⑳
⑮
⑮

率
学
進

9
6
0
4
4
1
4
6
2
5
2
1
2
0
4
2
L
＆
α
α
＆
＆
4
4
ε
3
ε
4
a
甑
4
α
2
1
1
2
1
1
1
1
1
1
1
1
2
2
1
2

県
府
道
都

道
森
手
城
田
形
島
城
木
馬
玉
葉
京
川
潟
川
海
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
奈
北
青
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
千
束
神
新
石
⑩
⑳
⑳
⑰
⑳
⑳
⑫
⑳
⑯
⑯
⑮
⑮
①
②
⑫
⑱

資料：文部省『学校基本調査報告書』（昭和30年度版）より作成。

注1）報告書では三重県と愛知県のデータが逆になっていたが，ここでは訂正しておいた。

 2）○の中の数字は順位を表わす。
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